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第 1 章  本研究の背景と目的  

第 1 節  日本人の Well-being の低さ  

Well -being は 広 範 な 概 念 で あ る が ， 本 論 文 で は 主 観 的 Well -being  

(Diener,  1984)  の考え方に基づき，個人が「自分の人生が良い状態である，

自分は理想的な人生を送っている」と考える程度  (Diener,  1984;  大石 ,  

2009)  と定義する。Well -being の妥当な測度として人生満足度が広く受

け入れられ，人生満足度尺度  (Diener,  Emmons,  Larsen ,  & Gr iff in,  1985)  

やその単一項目版が頻繁に用いられている  (項目例：私は，自分の人生

に満足している )。この人生満足度を国際比較した研究において，日本の

得点は一貫して他の先進諸国と比べて低いことが報告されている  (e .g. ,  

Deaton,  2008;  Diener  & Suh,  1999;  Inglehar t ,  Foa ,  Peterson,  & Welzel ,  2008 )。

たとえば，Diener  & Suh (1999)  では，日本の得点は 10 点満点中 6.53 で

あるのに対して，アメリカでは  7 .71，カナダでは  7 .88 であった。国の

経済的環境・生活環境が良いことは，その国の人々の Well -being に好影

響を与えることが示されている  (e .g. ,  Oishi ,  2012)。では，そうした環境

において他の先進諸国に劣らず恵まれた国と言える日本に暮らす人々の

Well -being が低いのは何故なのであろうか。  

従来の主観的 Well -being に関する研究では，国の社会指標  (e .g. ,  経済

発展度，税制度，社会腐敗 )  に注目し，それらがその国の人々の Well -

being に与える影響が検討されたり  (e .g . ,  Diener,  Diener,  & Diener,  1995;  

Oishi ,  2012)，個人を取り巻く諸環境や生活状態に注目し，世帯収入  (e .g. ,  

Lucas & Schimmack,  2009)，対人関係の質  (e .g. ,  Diener  & Sel igman,  2002)，

身体的健康  (e .g. ,  Brief ,  Butcher,  George ,  & Link,  1993)，住環境  (e .g. ,  

Nakazato ,  Schimmack,  & Oishi ,  2011)，ライフイベント  (e .g. ,  Lucas,  Clark,  

Georgel l i s ,  & Diener,  2003)  などの Well -being への影響が取り上げられて
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きた  (Diener  & Ryan 2009;  Diener,  Suh,  Lucas,  & Smith,  1999;  大石 ,  2009;  

Oishi ,  2012 のレビューも参照のこと )。特に，我が国の Well -being 研究で

は，日本では調和的な人間関係が重視されるという従来の文化心理学  

(Markus  & Kitayama,  1991)  の考え方が踏襲され，対人関係  ( e .g. ,  知覚さ

れたソーシャル・サポート ,  カップル間の親密性 )  の観点からの検討が

なされてきた  (e .g. ,  Uchida,  Ki tayama,  Mesqui ta ,  Reyes ,  & Morl ing,  2008)。

しかし，これらの研究は日本人の Well -being の低さの原因を解明しよう

とするものではない。それに対して，近年，自由選択の感覚が，国レベ

ルでも個人レベルでも Well -being の規定因であることが示されている  

(e .g. ,  Diener,  Inglehar t ,  & Tay,  2013;  Inglehar t  e t  a l . ,  2008)。本論文では，

日本人の Well -being が低い理由を検討するため，本邦での研究では焦点

を当てられてこなかった自由選択の感覚の低さと，自由選択の感覚の低

さを生み出す日本社会の特徴  (関係流動性の低さ )  という 2 点に注目し，

検証を行う。  

第 2 節  Well-being と自由選択の感覚の関係についての先行研究  

自由選択の感覚とは，他者による制限なしに自分が望むような生き方

や 行 動 を 自 由 に 選 択 し て い る と 個 人 が 感 じ る 程 度 を 指 す  (e .g. ,  

Veenhoven,  2014)。Well -being は個人の理想とする人生の実現度合いと定

義でき  (e .g. ,  Diener,  Lucas,  Schimmack,  & Hel l iwel l ,  2009)，自由選択の感

覚は，理想を追求し実現させることに日々どの程度時間や労力を費やし

て従事できているかを反映する。自由選択の感覚は理想実現の追求のた

めの土台となるので，Well -being 向上にとって重要であると考えられる。 

事実，近年，個人単位でも国単位でも自由選択の感覚は Well -being を

規定すること  (e .g. ,  Inglehar t  e t  a l . ,  2008)，国が豊かになるにつれて，そ

の重要性が高まることが示されている  ( e .g. ,  Diener  et  a l . ,  2013)。一方，
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日本においては年代を問わず，自由選択の感覚と Well -being がともに低

得点であることが World Values Survey のデータに基づいて報告されてお

り  ( Inglehar t  e t  a l . ,  2008)，日本においても自由選択の感覚が Well -being

の重要な規定因であり，その低さが Well -being が低い要因である可能性

が考えられる。しかしながら，この点についてはこれまで検討されてこ

なかった。なぜなら，第 1 節で述べたように，本邦の Well -being 研究は

日本では調和的な人間関係構築が重視されるという従来の文化心理学  

(e .g. ,  Markus & Kitayama,  1991)  の考え方に基づきなされており  ( e .g. ,  

Uchida et  a l . ,  2008)，自由選択の感覚が日本人の Well -being に果たす役割

に注目してこなかったためである。  

第 3 節  自由選択の感覚を低める要因に関する先行研究  

では，日本人の自由選択の感覚の低さが Well -being の低さの要因であ

ることが認められた場合，どのような日本社会の特徴や日本人の特徴が

自由選択の感覚の低減を介して Well -being を低下させているのであろう

か。近年，社会生態学的観点から，日本社会は人間関係が比較的固定化

されており，新しい関係を築く機会が少ない，つまり関係流動性が低い

という特徴をもつと主張されている  (Yuki  et  a l . ,  2007)。なお，日本社会

の低関係流動性とは，日本に住んでいる個々人それぞれの身近な社会環

境  (e .g. ,  学校，職場，住んでいる町，近隣 )  において人間関係が固定化

されている，つまり人間関係の流動性が低いので，日本社会全体として

関係流動性が他の国に比べ低い  (平均値が低い )  ということを意味する。

さらに，関係流動性の低い環境では社会的排斥のコストが高いため，排

除回避傾向  (社会的排斥を恐れ，嫌われ排除されることを回避しようと

す る 傾 向 )  が 形 成 さ れ る こ と が 示 唆 さ れ て い る  ( e .g. ,  Hashimoto  & 

Yamagishi ,  2013;  Sato ,  Yuki ,  & Norasakkunki t ,  2014)。他者の目を気にする
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ことによって頻繁に自由な行動を抑制すると考えられるため，排除回避

傾向の高さが自由選択の感覚を低減させ，最終的に Well -being を低下さ

せることが予測できる。事実，先行研究では社会的排斥を恐れることは，

自分の選好を追求する自由を抑制し，他者の目を引くような社会的排斥

の契機と成り得る 行動を避けることに繋がることが報告されている  

(Hashimoto ,  Li ,  & Yamagishi ,  2011;  Yamagishi ,  Hashimoto,  & Schug,  2008)。

また，竹村・結城  (2014)  も低い関係流動性環境においては，人々は他者

から否定的な評価を受けることを恐れるがゆえに自由な行動を抑制する

ことを示唆している。まとめると，日本において「低い関係流動性→高

い排除回避傾向→低い自由選択の感覚→低い Well -being」というプロセ

スの存在が先行研究から予測できる。しかし，このプロセス全体が認め

られるかについての検証は未だなされていない。従来の研究  (e .g. ,  Sato  

et  a l . ,  2014;  Yamagishi  e t  a l . ,  2008 )  では，関係流動性の低さによって形成

される日本人の特徴および自由な行動の抑制は日本社会への適応に必要

であると考えられ，その結果導かれるものに関心が向けられて来なかっ

た。本論文では，他者の目を気にすることによって生じる自由を抑える

生き方に現代の日本人は満足しているのかを検討し，その検討を通して

日本人の Well -being の低さの原因解明を試みる。  

第 4 節  本研究の目的  

本論文では，先行研究では十分に検討されていない以下の 3 点に取り

組む。第一に，日本人においても自由選択の感覚が Well -being の重要な

規定因であるか  (研究 1-A)，さらに自由選択の感覚の低さが日本人の

Well -being の低さを説明するかを検討する  (研究 1-B)。以上は，World  

Values Survey のデータを利用し，自由選択の感覚と Well -being が高く，

かつ自由選択の感覚の重要性が自明である典型的西洋個人主義圏の国で
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ある米国を比較対象とする。第二に，自由選択の感覚を複数項目で測定

する尺度がないため，新たに作成し，大学生  (研究 2-A) および社会人  

(研究 2-B)  を対象に Well -being との関連を検討する。後者では，「関係流

動性の低さによって形成される排除回避傾向が自由選択の感覚を低減さ

せ，結果的に Well -being を低下させる」というプロセスについても検討

を加える。最後に，関係流動性が高い米国の社会人との比較の上で，こ

のプロセスが日本人の Well -being の低さを説明するかについて検討する  

(研究 3)。以上で述べた学位論文の概要を Figure 1 に示す。  

 

Figure 1 .  学位論文の概要  

 

第 2 章  World Values Survey データを用いた日米比較  

第 1 節  自由選択の感覚の重要性についてのメタ分析による検討  (研究

1-A)  

目的  他の典型的な予測因  (健康状態，収入，婚姻状態 )  と同等かそれ

以上に，自由選択の感覚が日本人の Well -being の重要な規定因であるか，

そのことは現代において年代  (21 世紀前後の 30 年間 )  にかかわらず一

貫しており，典型的な西洋個人主義社会である米国と同様の結果が得ら

れるか検討を行った。  

研究1-A：自由選択の感覚
の重要性についての検討

研究2-A：自由選択の感覚尺
度の作成およびWell-beingと
の関係についての検討

研究2-B：一連のプロセス
全体の検討（国内調査）

研究3：一連のプロセス
全体の検討（日米比較調査）

低・関係
流動性

国変数
（日/米）

研究1-B：Well-beingの日米差
に自由選択の感覚の差異が
及ぼす影響についての検討

自由選択の
感覚の低減

高・排除
回避傾向

Well-being

の低下
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方法  分析対象  Wor ld Values  Survey の Wave 1 (1981 年 )  ～Wave 6 (2011

年 )  の日米データを使用した  (日本：計 6389 名，米国：計 6176 名 )。米

国に関しては，Wave 2 に不参加のため，他の 5 回の調査データを分析対

象とした。使用変数  Well -being の測度として人生満足度を用いた  (1 項

目 ,  10 件法 ;  1:  不満～ 10:  満足 )。説明変数として， (a)  主観的な健康状

態  (1 項目 ,  4 件法 ;  1:  非常によい～ 4:  よくない ;  スコアを逆転して使

用 )，(b)  世帯収入の程度  (1 項目 ,  10 件法 )，(c)  婚姻状態  (1 :  有 ,  0:  無 )，

(d)  自由選択の感覚  (1 項目 ,  10 件法 )  を使用した。分析手順  各 Wave に

おいて重回帰分析を行い，その結果に対してメタ分析を適用した。各説

明変数の統合された効果量の 95%信頼区間を比較し，調査年代を通した

Well -being への効果を比較した。上記の手順を日米それぞれで実施した。 

結果と考察  各予測因の年代を通した統合効果量を比較したところ，自

由選択の感覚の 95%信頼区間の下限は，概ね他の予測因の上限を上回っ

ていた。それは，日本においても  (健康 :  r  =  .23 ,  95% CI [ .17 ,  .29] ;  収入 :  

r  = .17,  95% CI [ .14 ,  .20] ;  婚姻状態 :  r  = .16,  95% CI [ .10 ,  .21] ;  自由選択 :  

r  = .30,  95% CI [ .27,  .33])，米国と同じく  (健康 :  r  = .22 ,  95% CI [ .14 ,  .30] ;  

収入 :  r  =  .14 ,  95% CI [ .09,  .18] ;  婚姻状態 :  r  =  .15,  95% CI [ .13 ,  .18] ;  自由

選択 :  r  = .41 ,  95% CI [ .34 ,  .47])  認められた。つまり，自由選択の感覚は

Well -being の最も重要な規定因の一つであり，そのことは年代を通して

一貫しており，米国でも日本でも認められた。  

第 2 節  Well-being の日米差に自由選択の感覚が及ぼす影響  (研究 1-B) 

目的  日本と米国の Well -being の高低が，どの程度自由選択の感覚の程

度の差異によって説明できるかについて検討を行う。  

方法  分析対象  研究 1-A と同じデータセットを用いた。使用変数  目的

変数として人生満足度を，媒介変数として自由選択の感覚を用いた。ま
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た，国ダミー変数  (0：米国，1：日本 )  を作成し，説明変数として使用し

た。分析手順  国変数の人生満足度への効果を自由選択の感覚がどの程度

説明するかを検討するため，各 Wave で媒介分析を行った。なお，国変

数は 2 値のため，通常の YX 標準化推定値の算出は好ましくない。そこ

で，部分標準化を施した。この手法をとることで，説明変数から目的変

数 へ の 直 接 効 果 と 間 接 効 果 の 標 準 化 係 数 は 効 果 量 d に 相 当 す る  

(MacKinnon,  2008)。  

結果と考察  モデル例として， Figure  2 に Wave 4 における結果を示す  

(総合効果 :  d  =  − .62 ,  99% CI [− .72,  − .52] ,  直接効果 :  d  =  − .20 ,  99% CI [− .32 , 

− .09] ;  間接効果 :  d  =  − .41,  99% CI [− .48,  − .35] ;  総合効果に対する間接効

果の比率 :  67%)。Wave 1～ 4 までは，人生満足度には中程度の日米差があ

り  (d  =  − .53～− .62)，その大半  (58%～ 79%) を自由選択の感覚を介した

間接効果で説明可能であった。Wave 5 と 6 では人生満足度の日米差は比

較的小さかったが  (d  =  − .17 ,  − .31)，間接効果の程度には Wave 1～ 4 と

の間に大きな違いは認められなかった。よって，全ての Wave で，人生

満足度の日米差に自由選択の感覚の差異が大きく寄与していることが示

された。  

 

 

Figure 2 .  Wave 4 での媒介分析モデル  

  注 ）値は全て標準化係数。丸括弧内は総合効果を，鍵括弧内は 9 9 %信頼区間を表す。  

−.20 [−.32, −.09]

(−.62 [−.72, −.52])

−.93 [−1.02, −.84]
.45 [.39, .50]

国
(0:米国, 1:日本)

R2 = .25

自由選択
の感覚

人生満足度
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第 3 章  日本における自由選択の感覚を低める要因：               

関係流動性に着目して  

第 1 節  自由選択の感覚尺度の作成と Well-being との関係  (研究 2-A)  

目的  研究 1-A と 1-B および先行研究では，World Values Survey のデー

タを用い，単一項目尺度で自由選択の感覚を測定し Well -being との関係

を調べてきた。研究 2-A では，複数の質問項目から構成される自由選択

の感覚の尺度を作成し，それを用いても自由選択の感覚と Well -being の

関係が再現されるか確かめる。また，研究 1-A と研究 1-B では，Well -

being の測度として人生満足度を用いた。その一方，ポジティブ感情の頻

度の多さ，ネガティブ感情の頻度の少なさも Well -being の構成要素であ

ると考えられてきた  (e .g. ,  Diener,  1984)。そこで，これらも測定し検討

対象とする。その際，近年の理論論文  (Busser i  & Sadava,  2011)  を参考

に，これらの要素の間に因果関係を仮定したモデルを採用する。日々の

感情経験を，人生満足度の規定因の一つと捉えるモデルである。その上

で，自由選択の感覚が与える人生満足度への影響は感情経験を介してな

のか，直接的な効果なのかについて検討を行う。  

方法  分析対象者  大学生 187 名  (M a g e  =  19 .05 ,  SD a g e  =  1.09 ,  女性 :  67 名 )。

測定変数  Well -being の測定には人生満足度尺度  (Diener  et  a l . ,  1985)  を

用いた。感情経験の測定には， Scale  of  Posi t ive  and Negat ive  Experience  

(SPANE; Diener  et  a l . ,  2010)  を用いた。自由選択の感覚の尺度は，その定

義  (Veenhoven,  2014)  に沿う項目を既存の尺度から収集し，項目の改変

を経て作成した。尺度は，順項目 8 つ  (e .g. ,  “他人に邪魔されずに，自分

の意志で自由に行動できていると感じる ”)  と逆転項目 7 つ  (e.g. ,  “他者

のせいで，自分で決めたことを変更しなければならなくなったと感じる

ことがよくある ” )  から構成した。統制変数として，主観的な世帯収入  
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(Japanese General  Social  Survey の項目に基づき作成 )  と知覚されたソー

シャル・サポート  (中村・浦 ,  2000)  も測定した。分析手順  自由選択の

感覚の尺度項目に対して因子分析  (最尤法，プロマックス回転 )  を実施

した後，共分散構造分析を用いて変数間の関係性を検討した。  

結果と考察  因子分析の結果，それぞれ順項目と逆転項目から構成され

る 2 因子が抽出された  (自由行動因子  (ɑ  =  .89)  と他者抑制因子  (ɑ  

=  .87))。同一概念の順項目と逆転項目は別因子に分かれることが多々あ

り  (Brown,  2015)，比較的高い負の相関  (r  =  − .50)  も認められたため，

「自由選択の感覚」高次因子を設定し共分散構造分析に投入した。高次

因子は World  Values  Survey の項目と高い相関を示し  (r  = .73,  95% CI 

[ .61 ,  .84])，尺度の収束的妥当性を示唆している。モデル適合度は許容範

囲内であった  (χ 2  (344)  =  556.03,  p  < .001;  CFI = .91;  RMSEA = .06;  SRMR 

= .07)。分析の結果，複数項目から構成される尺度によって測定された自

由 選択 の 感 覚 も 人 生 満足 度 を 規 定 し た  (直接 効 果 :  β  =  .48,  95% CI 

[ .24 ,  .72])。また，その効果の一部は感情経験を介することが認められた  

(間接効果 :  β  = .15,  95% CI [ .05,  .25])。なお，統制変数を投入しても，同

様の結果が得られた。  

第 2 節  関係流動性から Well-being 低下へのプロセスの国内調査によ

る検討  (研究 2-B)  

目的  日本の社会人を対象に，研究 2-A で作成した尺度を用いて，自由

選択の感覚が Well -being を規定するか，また，関係流動性の国内変動を

指標として用いて，関係流動性の低さによって形成された排除回避傾向

が自由選択の感覚を介して Well -being に影響を与えるプロセスが認めら

れるかについて検討する。  

方法  調査対象者  調査会社に委託したウェブ調査で社会人 600 名から
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データを収集  (M a g e  = 44.92,  SD a g e  =  13.38 ,  Range  =  21～ 69,  女性 :  300 名 )。 

測定変数  研究 2-A の尺度に加え，知覚された関係流動性  (Yuki  et  a l . ,  

2007)  と排除回避傾向  (Hashimoto  & Yamagishi  (2013)  を橋本が改良し

たもの )  の尺度を用いた。項目例はそれぞれ，“たとえ現在の対人関係に

満足していなくても，彼らはそこに留まり続けるしかないことがよくあ

る ” と  “まわりの人が自分をどう思っているかが，つい気になる ” であ

る。なお，関係流動性尺度は，社会生態学的観点に基づき，個人の外部

に存在し個人を取り巻く環境を測定するために，回答者の身近な社会に

住む人々に質問項目の内容が当てはまる程度について回答を求めるもの

である。また，統制変数として，橋本の尺度に含まれる独立性と調和性

も測定した。分析手順  関係流動性の因子構造については議論が分かれる  

(平川・清水・鬼頭 ,  2014 など参照 )  ため，その項目に対して探索的因子

分析  (最尤法，プロマックス回転 )  を行った。その後，共分散構造分析を

用いて，諸変数間の関係を検討した。  

結果と考察  因子分析の結果，関係流動性は 2 因子構造を採用した  (関

係固定性因子と新規出会いの機会因子 )。共分散構造分析の適合度は許容

できるものであった  (χ 2  (694)  = 1428.43 ,  p  < .001;  CFI = .93;  RMSEA = .04;  

SRMR = .06)。高い関係固定性  (低い関係流動性の一側面 )  によって形成

される高い排除回避傾向  (β  = .18,  95% CI [ .07,  .30])  が，自由選択の感

覚を低減させ  (β  = − .49,  95% CI [− .59,  −39])，結果的に人生満足度の低下

をもたらす  (直接効果 :  β  = .19 ,  95% CI [ .05,  .34] ;  感情経験を介する間接

効果 :  β  = .39,  95% CI [ .28 ,  .50])  ことが示された  (Figure 3)。なお，新規

出会いの機会因子は排除回避傾向を予測しなかったため，モデルから除

外した。また，統制変数を投入しても結果には大きな変化がなかった。  

研究 2-B では，「高い関係固定性→高い排除回避傾向→低い自由選択
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の感覚→低い Well -being」というプロセスが認められた。なお，従来の

研究では，関係流動性を 1 因子構造であると仮定して，他者から排除さ

れることを避けようとする傾向の形成に繋がることを示してきた  (e .g. ,  

Sato  et  a l . ,  2014)。それに対して本研究の結果は，関係流動性の側面のう

ち，関係固定性が排除回避傾向の形成に寄与することを示している。

 

Figure 3 .  関係流動性から Well -be ing 低下へのモデル  

注 ）値は全て標準化係数で，9 5 %信頼区間に基づいて有意。  

 

第 3 節  関係流動性から Well-being 低下へのプロセスの日米比較調査

による検討  (研究 3)  

目的  日米の社会人を対象に，米国と比べて低い日本の関係流動性によ

って高い排除回避傾向が形成され，それが自由選択の感覚を低減させ，

結果的に Well -being を低めるというプロセスを検証する。  

方法  調査対象者  研究 2-B と同じ方法でウェブ調査を行い，日米の社

会人各 400 名からデータを収集した  (日本 :  M a g e  = 45 .08,  SD a g e  = 13.32,  

Range  =  20～ 68,  女性 :  200 名 ;  米国 :  M a g e  = 44.34,  SD a g e  =  14 .33 ,  Range  =  

20～ 69,  女性 :  198 名 )。回答に不備のあった米国の 2 名は分析から除外。  

測定変数  研究 2-B と同様の質問項目を用いた。なお，ソーシャル・サポ

ートに関しては久田・千田・箕口  (1989)  の尺度を使用した。  

分析手順  国ダミー変数  (0：米国，1：日本 )  を作成した後，その人生満

足度への効果を前述のプロセスが説明するかについて共分散構造分析を
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用いて調べた。なお，比較文化研究では黙従傾向バイアスの統制が重要

であることが報告されている  ( e .g. ,  Schimmack,  Oishi ,  & Diener,  2005)  た

め，全観測変数に影響する黙従傾向因子を設け，その影響を統制した上

で諸変数間の関係を検討した。  

結果と考察  モデル適合度は十分なものであった  (χ 2  (340)  = 607.93 ,  p  

< .001;  CFI = .97;  RMSEA = .03;  SRMR = .05)。 Figure 4 に分析結果を示

す。日本では関係固定性がより高く  (d  =  .60,  99% CI [ .42 ,  .78])，高い排

除回避傾向が形成されやすい  (β = .28,  99% CI [ .14,  .41])。そして，それ

が自由選択の感覚を低減させ  (β = − .61 ,  99% CI [− .71 ,  − .51])，結果的に

人生満足度の低下をもたらす  (β = .58 ,  99% CI [ .49 ,  .67])  ことが示され

た。また，日米の人生満足度の差は中程度であり  (国変数の人生満足度

への総合効果 :  d  =  − .58 ,  99% CI [− .76,  − .39])，そのうちの 64%を自由選

択の感覚の日米差が説明した  (自由選択の感覚を介した国変数から人生

満足度への総合間接効果 :  d  =  − .37,  99% CI [− .49,  − .26])。さらに，自由選

択の感覚の日米差  (国変数からの自由選択の感覚への総合効果 :  d  =  − .65 , 

99% CI [− .83,  − .46])  の 15%を「日本の高い関係固定性→高い排除回避傾

向→低い自由選択の感覚」というプロセスが説明した  (d  =  − .10 ,  99% CI 

[− .17 ,  − .04])。国変数から排除回避傾向への直接効果  (d  =  .20,  95% CI 

[ .04 ,  .37] )  まで加味すると，自由選択の感覚の日米差の 34%を関係固定

性とそれによって形成される排除回避傾向の日米差が説明した  (自由選

択の感覚への国変数の総合間接効果 :  d  =  − .22,  99% CI [− .36 ,  − .08] )。  

まとめると，「日本の関係固定性の高さ (低い関係流動性の一側面 )→高

い排除回避傾向→低い自由選択の感覚→低い Well -being」というプロセ

スが認められ，関係固定性と排除回避傾向は自由選択の感覚の日米差に

寄与し，結果的に Well -being の日米差をもたらしていることが示された。 
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Figure 4 .  日米の関係流動性の差異から Well -be ing 低下へのモデル  

注 ）値は全て標準化係数で，9 9 %信頼区間に基づいて有意  (国→排除回避のみ
95%信頼区間に基づく )。自由選択の感覚の低次因子と黙従傾向因子は省略。  

 

第 4 章  総合考察  

第 1 節  本研究の成果  

本論文では 5 つの研究を報告した。研究 1-A では，World Values Survey

のデータを分析して，日本においても年代を通して自由選択の感覚が

Well -being の最も重要な規定因の一つであることを示した。研究 1-B で

は，同データを用いて，Well -being の日米差は自由選択の感覚の差異に

よって大きな影響を受けているという知見を得た。研究 2-A では，大学

生対象の調査を行い，複数項目から構成される自由選択の感覚の尺度を

作成し，それによって測定された自由選択の感覚も Well -being を規定す

ることを示した。研究 2-B では，社会人対象の国内調査を行い，高い関

係固定性  (低い関係流動性の一側面 )  をもつ環境で形成される排除回避

傾向が自由選択の感覚の低減を介して Well -being を低下させるプロセス

を明らかにした。研究 3 では，日米の社会人を比較検討し，米国に比べ

て日本では，「関係流動性の低さ  (高い関係固定性 )  →排除回避傾向の高

さ→自由選択の感覚の低さ→Well -being の低さ」というプロセスが存在

することを実証した。本研究では多様な研究手法を用いて，「日本におい

ては，関係流動性の低さによって高い排除回避傾向が形成され，それが
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自由選択の感覚を低下させ，結果的に Well -being が低くなっている」こ

とを明らかにしたと言えよう。本論文の主目的が日本人一般の低い Well-

being の原因の検討であったため，国を代表するサンプルや社会人サン

プルを主に用いた点にも意義があるだろう。  

第 2 節  今後の課題  

 今後の課題として，以下のものがあげられる。第一に，本論文では自

由選択の感覚と Well -being の関係を横断的調査で検討したが，今後の研

究では縦断的調査や経験抽出法による検討が必要であろう。第二に，本

論文では回答者の知覚に基づいて関係流動性の測定を行ったが，他者評

定を用いた検討や，数か国調査した上での国単位での分析も重要な検討

課題と言えよう。最後に，自由選択の感覚と Well -being の日米差を本論

文で扱った変数では説明しきれていない部分もあったため，その解明の

必要性があげられる。   
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